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インフラシステムの海外展開について
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脱炭素化

復興支援型
インフラ

令和におけるインフラシステム

トランジション型インフラ

エネルギー安定供給
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企業パーパス
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「“人と地球”の健康は密接に関係しており、
この2つを追求していくことで、豊かな未来を創っていく」

エネルギーの安定供給と
脱炭素化の両立

資源利用に関する
環境負荷の低減

生活を支える
インフラ・サービスの

構築・維持
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日揮グループ概要

4

Sustainable 
Solutions

Manufacturing Consulting & Others

JAPAN NUS

Domestic 

and 

Overseas 

Affiliates

◆ Environment

◆ Energy and Resources

◆ Social Science

◆ Catalyst

◆ Fine Chemicals

◆ Fine Ceramics

◆ LNG Receiving Terminal

◆ Renewable Energy

◆ Non Ferrous Metal Refining

◆ Healthcare/ Life Science

◆ Power Generation

◆ Nuclear Energy

◆ Water Treatment

◆ CCS

◆ SAF

◆ Petroleum Refining

◆ Power Generation

◆ Manufacturing Facilities

◆ Healthcare/ Life Science

◆ Plant Maintenance

◆ Hydrogen/ Ammonia

◆ CCS

◆ SAF

Total Engineering 
Total Engineering 

Energy 

Solutions

JGC 

Catalysts 

and 

Chemicals 

Japan Fine 

Ceramics
JGC Japan

Corporation

◆ Oil and Gas Production, 

Separation, Integration

◆ Offshore

◆ LNG/ FLNG

◆ Petroleum Refining

◆ Chemicals/ Petrochemicals

◆ Chemical Recycling

◆ Hydrogen/ Ammonia

Project 
Solutions 

Center

Facility
Infrastructure

Solutions

JGC Holdings Corporation

JGC Corporation (日揮グローバル)
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トランジション型インフラ（アジアの脱炭素化に向けた現実的なアプローチ）

◆ G7エルマウ合意に

基づくLNGの重要性

◆ メタン対策

◆ 未利用資源の問題

◆ メタン対策

◆ 循環型社会への対応 ◆ 2050年カーボンニュー

トラル達成への貢献

◆ CO2漏洩対策

◆ 洋上風力発電等の

積極推進

◆ 2050年カーボンニュー

トラル達成への貢献

LNG
バイオエネルギー
(ﾊﾞｲｵﾒﾀﾝ, 森林ﾊﾞｲｵ

ﾘﾌｧｲﾅﾘ etc.)

資源循環
(SAF, 廃ﾌﾟﾗ/廃繊維

ﾘｻｲｸﾙ etc.)
CCS/CCUS

再生可能
エネルギー

水素・アンモニア Nuclear
(SMR)

◆ 米IRA(Inflation 

Reduction Act; 

インフレ抑制法)によ

る政策支援

◆ 日米原子力協力

それぞれを取り巻く状況・意義
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カーボンクレジットの活用による経済性確保の必要性

MRVによる正確性・透明性確保の必要性

*MRV: Measurement, Reporting, Verification

Low Carbon Solution Carbon-Free EnergyDecarbonization
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日本企業のインフラ海外展開パターンの類型概観 (第1回検討会資料より抜粋)
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商業性の高いインフラ領域

[4]商品、サービス主導型インフラ群

例：情報通信分野、医療分野、農業・食品分野、物流分野等

一般的に商業性が高く、高付加価値化された商品、サービスからの対価に
より、インフラ投資の回収を見込むことのできるインフラ群。

ホスト国の理解がマーケットを生み出す領域

[6]ルール、制度、規制先行型インフラ群

例：防災分野、環境分野

地球規模課題等に起因するもので、通常の経済活動では投資が
後回しにされるものや、外部不経済の内部化が進められた結果普及
が進むインフラ群。

既存市場の高度化傾向

民間
セクター
シフト 技術優位性により競争力を発揮してきた

領域

[1]プラント・ハード装置機軸型
インフラ群

例：電力分野（地熱発電、火力発電）
、鉄道分野（車両）等

日本企業に価格競争力・技術優位性の
ある領域で、優位な技術力をテコに受注
獲得につなげることのできるインフラ群。

新技術等によりマーケット
を創出する領域

[5]フロンティア開拓
型インフラ群

例：水素、次世代自動
車、宇宙分野、超電動リ
ニア、MaaS、スマートシ
ティ 等

最先端の技術開発や
IoTやAI等の活用により、
マーケットを創出するインフ
ラ群

複数のインフラ分野を面的に開発する領域

[3]複合シナジー型インフラ群

例：都市開発・不動産分野

複数のインフラ分野を総合的に組合わせることで、都市課題の解決や周辺
開発のバリューアップ等により付加価値を高めるインフラ群。

技術のコモディティ化の中で、増加トレンドの領域

[2] PPP・事業投資機軸型インフラ群

例：空港・水・道路・港湾分野（PPP事業への参画）

技術のコモディティ化が進んでいる領域で、事業投資を通じ、別の付加価値
（O&M、サービス向上、技術移転、人材育成等）をテコに、現地企業の
経営資源を活用し、競争力を高めて受注獲得につなげているインフラ群。

※点線はマーケットとして確立し
ていないものを含む

公共
セクター
シフト

新領域傾向マーケットの新規性

官
民
の
役
割
分
担
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日本企業のインフラ海外展開パターンの類型概観に対する当社提言
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商業性の高いインフラ領域

[4]商品、サービス主導型インフラ群

例：情報通信分野、医療分野、農業・食品分野、物流分野等

一般的に商業性が高く、高付加価値化された商品、サービスからの対価に
より、インフラ投資の回収を見込むことのできるインフラ群。

ホスト国の理解がマーケットを生み出す領域

[6]ルール、制度、規制先行型インフラ群

例：防災分野、環境分野

地球規模課題等に起因するもので、通常の経済活動では投資が
後回しにされるものや、外部不経済の内部化が進められた結果普及
が進むインフラ群。

既存市場の高度化傾向

民間
セクター
シフト 技術優位性により競争力を発揮してきた

領域

[1]プラント・ハード装置機軸型
インフラ群

例：電力分野（地熱発電、火力発電）
、鉄道分野（車両）等

日本企業に価格競争力・技術優位性の
ある領域で、優位な技術力をテコに受注
獲得につなげることのできるインフラ群。

新技術等によりマーケット
を創出する領域

[5]フロンティア開拓
型インフラ群

例：水素、次世代自動
車、宇宙分野、超電動リ
ニア、MaaS、スマートシ
ティ 等

最先端の技術開発や
IoTやAI等の活用により、
マーケットを創出するインフ
ラ群

複数のインフラ分野を面的に開発する領域

[3]複合シナジー型インフラ群

例：都市開発・不動産分野

複数のインフラ分野を総合的に組合わせることで、都市課題の解決や周辺
開発のバリューアップ等により付加価値を高めるインフラ群。

技術のコモディティ化の中で、増加トレンドの領域

[2] PPP・事業投資機軸型インフラ群

例：空港・水・道路・港湾分野（PPP事業への参画）

技術のコモディティ化が進んでいる領域で、事業投資を通じ、別の付加価値
（O&M、サービス向上、技術移転、人材育成等）をテコに、現地企業の
経営資源を活用し、競争力を高めて受注獲得につなげているインフラ群。

※点線はマーケットとして確立し
ていないものを含む

公共
セクター
シフト

新領域傾向マーケットの新規性

官
民
の
役
割
分
担

地球的課題の解決に資する領域

[00]トランジション型インフラ群

例：低炭素化LNG、資源循環、CCUS、水素アンモニア含む次世代燃料、原子力等＋カーボンクレジット市場/MRV

既存技術の活用・組み合わせや、新技術を用いる、エネルギートランジションに資するインフラ群。
加えて、新たなルールや基準、制度等をホスト国を巻き込んで形成することによるインフラ整備。

公共性の高いインフラ領域

[XX]復興支援型インフラ群
例：住宅、病院、原子力、上下水等の生活基盤設備
気候変動・戦後復興のような緊急時の支援を前提としたインフラ群→マーケット参入の足掛かりに。
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トランジション型インフラ案件のBankability低下の背景
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① G7エルマウ合意

事業のBankabilityを
確保することが
難しい状況に直面

② 民間銀行を縛る
Financed Emissions

③ 低脱炭素事業のコスト高

⑤ リスクの変化
• 地政学リスクの多様化・長期化
• 気候変動
• 技術リスク

④ Greenwashing批判

公的金融機関

民間金融機関

この状況を打破するには・・・・・
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One Team for Value Chain (如何にして事業をBankableにするか)
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• 民間企業の挑戦

• 政府/政府機関による支援

• 相手国政府/企業

➢ 積極投資、技術開発等

➢ 挑戦に対する支援
➢ 一体的環境整備

➢ 仲間作り・パートナリング(アメリカの巻き込み/連携)

① エルマウ合意：LNG等のトランジションエネルギー向け公的支援継続
② Financed Emissions (FE)：FE算定開示に関する合理的な手法確立、新しいファイナンス

パートナー(ファンド等)の動員
③ コスト高：カーボンクレジット・JCMの運用改善、政府機関による出融資機能の戦略的活用、

アンタイドローンの推進、水素アンモニアへの値差支援制度
④ Greenwash批判：MRVの確立、JOGMECのGHG・CIガイドラインの適用拡大
⑤ リスクの変化：NEXI貿易保険、政府機関の出資によるリスクシェアリング

一体的環境整備の具体例 経済合理性をもって投資できる仕組み
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日本の政府/政府機関による積極的インフラ支援と更なる拡大
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⚫ JBIC：積極的なリスクテイクの表明
→ 化石燃料案件(LNG等のトランジションエネルギー)向け公的支援の継続
→ 民間企業向け事業開発金融(アンタイドローン)
→ F/S支援
→ 新しいファイナンスパートナーの拡大(ファンド等)

⚫ NEXI：積極的なリスクテイクの表明
→ 化石燃料案件(LNG等のトランジションエネルギー)向け公的支援の継続
→ 法改正事項の速やかな実施 (増加費用特約内での非常危険全般への付保実施体制の構築)
→ LEADイニシアティブの推進

⚫ JOGMEC：CCS実証事業向け支援、MRV策定(GHG・CIガイドライン)
→ GHG･CIガイドラインの適用対象・範囲の拡大(メタン対策に有効、Greenwashing批判対策)

⚫ JICA：円借款、海外投融資
→ 脱炭素事業の周辺インフラ支援(ODAと制度金融の分担、事業スピードに即したEBF/VGF円借款の適用)

⚫ JICN：資源循環・バイオ燃料事業向け支援
→ 海外向け案件の積極的な取り上げ

⚫ JOIN：ヘルスケア・都市開発事業向け支援
→ One Teamアプローチのまとめ役としての役割継続

⚫ 経済産業省、環境省：GI基金、JCM実証事業/設備補助事業
→ 民間事業向けJCM(JCMガイドラインの運用開始時期)、JCM市場の形成
→ 水素アンモニア値差支援等制度の整備
→ Financed Emissionsの算定・開示の現実的な整理
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MRV・メタン対策の重要性

◼ 世界的に資源・エネルギーの低・脱炭素化が求められている
◼ 低・脱炭素化に向けて、GHG排出量の削減プロジェクトを行うにあたり、
まずは現状のGHG排出量を把握する必要がある

CO2

CH4

燃焼排出 ベント 漏洩

• 多くがCO2。加え
て微量の
メタンと極々微量
のN2Oを含む

• 排出箇所はGas
Turbine、Flare、
Furnace類

• 多くがメタン。ガス組成に
よってはCO2を含む。

• 排出箇所は燃焼機器の燃
料供給ラインや大気放出バ
ルブ等

• 多くがメタン。ガス組成によっ
てはCO2を含む。

• 排出箇所は機器・配管等の
接合部（フランジ）

メタンの地球温暖化係数はCO2比で28倍程度

11
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JICA EBF円借款/VGF円借款

途上国政府・国営企業等とに保企業が出資する電力・水・交通等の
インフラ整備事業等に対して、途上国政府出資金の原資を貸付け、
PPPインフラ整備を促進するもの

目
的

Equity Back Finance (EBF)円借款

途上国政府の実施するPPPインフラ事業に対して、原則として日本
企業が出資する場合に途上国政府が民間事業者に供与する採算補
填(VGF)の原資を貸付け、PPPインフラ整備を促進するもの

目
的

Viability Gap Funding (VGF)円借款

いずれにおいても
事業スピードに即した適用が不可欠


